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今週のことば

ブラックフライデー

米国の感謝祭（１１月第４木曜）の翌日に

小売店等が行う大規模セールのこと。日本

でも勤労感謝の日（２３日）頃から同名称

のセールを実施する企業が増加し、定着。

 ◆ 今週のこよみ ◆　ご自分の予定を確認して下さい

 11／１８(月) 先負　２０カ国・地域（Ｇ２０）首脳会議

 　　１９(火) 仏滅

 　　２０(水) 大安

 　　２１(木) 赤口　米大リーグＭＶＰ発表

 　　２２(金) 先勝　小雪

 　　２３(土) 友引　勤労感謝の日、サッカー天皇杯決勝

 　　２４(日) 先負

 先週の株と為替

　　　　日経平均株価　  円(対米ﾄﾞﾙ)

11/11(月) 39,533 △ 33   153.63 ▼1.00

   12(火) 39,376 ▼157   153.81 ▼0.18

   13(水) 38,722 ▼654   155.10 ▼1.29

   14(木) 38,536 ▼186   155.83 ▼0.73

   15(金) 38,643 △107   155.77 △0.06

ｉＤｅＣｏのポイントと１２月施行の改正

　ｉＤｅＣｏ（イデコ、個人型確定拠出年金）は、加

入者自身が掛金を拠出して運用を行い、公的年金に

上乗せして給付を受け取れる私的年金制度で、現在

約３４４万人（本年９月時点）が加入しています。

◆ｉＤｅＣｏ（イデコ）のポイント

　ｉＤｅＣｏは基本的に２０歳以上６５歳未満の国民

年金被保険者（６０歳以上の方は第２号被保険者又は

任意加入被保険者が対象）が加入できます。拠出で

きる掛金の上限額は被保険者種別などの加入区分に

よって異なり、その範囲内で金融機関（運営管理機

関）が提示する運用商品を選択し、運用します。

　資産の運用は自身の責任で行い、原則として６０

歳まで引き出すことはできませんが、①掛金は全額

が所得控除（小規模企業共済等掛金控除）の対象、

②運用益は非課税で再投資、③受給時に年金として

受け取る場合は「公的年金等控除」、一時金の場合

は「退職所得控除」の対象といった税制の優遇措置

があります。

◆本年１２月に施行される主な制度改正

　本年１２月からｉＤｅＣｏの制度改正により、次の

ような見直しが実施されます。

◎企業年金加入者の拠出限度額の変更……確定給付

企業年金（ＤＢ）等の他制度に加入している方につい

て、ｉＤｅＣｏの拠出限度額を月額２万円（現行１.２

万円）に引上げます。ただし、各月の企業型ＤＣの事

業主掛金額とＤＢ等の他制度の掛金相当額の合計が

３.５万円を超える場合、限度額は減額となります。

◎加入時等の事業主証明書の廃止等……ｉＤｅＣｏ

加入時や転職時における「事業主証明書」の発行や、

年１回の現況確認を廃止します。

■この記事の詳細は､情報ＢＯＸ２０１５４４

住宅ローン控除の手続は「調書方式」に移行

　住宅ローン控除の適用に係る手続は、納税者が

金融機関等（住宅ローン債権者）から交付を受け

た年末残高証明書を確定申告又は年末調整の際に

提出する「証明書方式」でしたが、金融機関等が

税務署に「住宅取得資金に係る借入金等の年末残

高等調書」を提出し、税務当局から納税者に住宅

ローンの年末残高情報を提供する「調書方式」に

移行する改正が行われています。

　改正は経過措置により、システム改修等の対応

が完了した金融機関等から順次、調書方式に移行

することとなっており、令和６年１月以降に住宅

に居住した方の確定申告から運用が開始されます

（調書方式に移行していない場合は従来どおり）。

高年齢雇用継続給付の支給率が変更

　高年齢雇用継続給付は、６５歳までの雇用継続を

援助・促進することを目的とし、賃金が６０歳到達

等時点と比較して７５％未満に低下している６０歳

以上６５歳未満の雇用保険一般被保険者に対して

給付金を支給する制度です。

　各月に支払われた賃金の低下率に応じて支給率

が設定され、賃金の１５％が上限となっていますが、

６０歳に達した日（被保険者期間が５年未満の場合

は５年を満たす日）が令和７年４月以降の方は支

給率が変わり、賃金の１０％が上限となります。

　　　情報ＢＯＸ番号が付いている記事の詳細情報は下記

　　　 の手順で取り出すことができます。【無料】

　　　 ①03-3940-6000へＴＥＬ(プッシュ回線)。

　　　 ②記事下のＢＯＸ番号を入力し＃。

　　　 ③取り出し先のＦＡＸ番号を入力し＃。

　　　 ※アナウンスのガイドに添って入力して下さい。
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発行日２０２４年１１月１８日(月)
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iDeCo の概要と令和 6 年 12 月から施行となる制度改正

◆iDeCo（個人型確定拠出年金）の概要

　iDeCo は、公的年金にプラスして給付を受けられる私的年金のひとつです。加入者自らが掛金

を拠出して運用方法を選び、掛金とその運用益との合計額をもとに給付を受けることができます。

　令和4年 5月から iDeCo に加入できる年齢が拡大され、基本的に 65歳未満の公的年金の被保

険者が加入対象となりました。60 歳以上の方でも、第２号被保険者（会社員など）又は国民年金

に任意加入している第 1 号・第 3 号被保険者（自営業者・専業主婦など）であれば、iDeCo に加

入可能となります。

◎3つの税制優遇

①掛金が全額所得控除・・・iDeCo の掛金は加入区分に応じた拠出限度額の範囲内で設定（月々

5,000 円以上 1,000 円単位）でき、拠出した掛金の全額が「小規模企業共済等掛金控除」の対

象となります。

②運用益が非課税・・・通常、金融商品の運用益は課税（源泉分離課税 20.315%）対象となり

ますが、iDeCoでの運用益については、非課税で再投資されます。

③受給時は所得控除・・・iDeCo の年金資産は、老齢給付金として原則 60 歳※から受け取るこ

とができます。受取方法は年金又は一時金を選択（金融機関によっては併用可能）でき、年金とし

て受け取る場合は「公的年金等控除」、一時金として一括で受け取る場合は「退職所得控除」の対

象となります。

※60 歳から iDeCo の年金資産を受け取るには 60 歳になるまでに iDeCo に加入していた期間等

（確定拠出年金の通算加入者等期間）が 10 年以上必要であり、10 年に満たない場合は受給可能

年齢が繰り下がります。

◆令和 6年 12 月から施行となる制度改正

◎企業年金に加入する者の iDeCo の拠出限度額の見直し

　企業型確定拠出年金（企業型 DC）や、確定給付企業年金（DB）等の他制度に加入する者の拠

出限度額を月額2万円に統一します。

第 2号被保険者 令和 4年 10 月 1 日～ 令和 6年 12 月 1 日～

企業型 DC のみに加入

月額 5.5 万円－各月の企業型 DC

の事業主掛金額

※ただし、月額 2万円を上限

企業型 DC と DB 等の他

制度に加入

月額 2.75 万円－各月の企業型

DC の事業主掛金額

※ただし、月額 1.2 万円を上限

DB 等の他制度のみに加

入（公務員を含む）
月額 1.2 万円

月額 5.5 万円－（各月の企業型 DC の事業

主掛金額＋DB 等の他制度掛金相当額）

※ただし、月額 2万円を上限

※各月の企業型DCの事業主掛金額＋DB等の他制度掛金相当額が3.5 万円を超えると、その分、

iDeCoの拠出限度額は2万円から減額されることとなります。

◎iDeCo の掛金を拠出できなくなった場合の脱退一時金の受給について

　上記の見直しにより、DB 等の他制度に加入する者（企業型 DC の加入者を除く）は、DB 等の

他制度掛金相当額によっては、iDeCo の掛金の上限が減額となったり iDeCo の掛金の最低額（5

千円）を下回り、掛金を拠出できなくなることがあります。

　iDeCo の掛金を拠出できなくなった場合は、資産額が一定額（25 万円）以下である等の脱退一

時金の支給要件を満たした場合に脱退一時金を受給することができるようになります。

◎iDeCo 加入時等の事業主証明書の廃止等

　企業型 DC の事業主掛金と iDeCo の掛金の合算管理の仕組みに DB 等の他制度掛金相当額を併

せて管理することにより、iDeCo の実施主体である国民年金基金連合会は、毎月、企業年金の加

入状況を確認できることになるため、事業主が行う以下の手続きは廃止します。

(1)従業員の iDeCo加入時・転職時における企業年金の加入状況に関する事業主証明書の発行

(2)年 1回の現況確認


